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本章は、地方公共団体から寄せられた、公金債権回収の実現と、生活困窮者に対する福祉的配慮及び自立支援の実現という２つの

要請に応えるべく、公金債権回収業務の民間委託を活用できないかについて調査検討を行ったものである。また、調査検討に当たっ

ては、公金債権の回収業務における民間の能力の活用に資するため、市場化テストの活用も視野に、公金の債権回収業務に関する

良好な民間市場の形成を目標としている。 

第１章 地方公共団体の公金債権回収関連（本報告書４頁～） 

【 第１章 概略図 】 

公金債権回収の民間委託を調査検討する背景： 
公金債権の多額の滞納、回収に必要となる内部コストの不足 

民間委託の有用性 
○行財政改革への対応 
○滞納者への厳格な対応 
○生活困窮者への支援 

各地方公共団体の取組み事例 
○滞納者全体像の把握 
○回収促進、福祉的配慮、不納

欠損処理のための手法整備 
○民間活力の発揮促進 

公金債権回収が進まない要因と課題 

○地方公共団体側の要因 
○滞納者側の要因 
○民間事業者側の要因 

公金債権回収の現状 
○公金債権回収状況の概観 
○これまでに採られてきた公金債

権回収の手法 

早急に実現されるべき事項について 
○現状において処理できない債権回収

の民間委託の実施 
○滞納者に対する納付相談の実施と自

立支援 
○徴収の一元化 

 当面の課題について（抜粋） 
 ○契約期間の複数年化 
 ○滞納事由に応じた適切な回収方法の選択 
 ○生活困窮者自立支援法関連部署との協働 
 ○債権管理条例の制定・改正 
 ○延納・減免、放棄関連 

今後検討すべき課題について（抜粋） 
○公金債権回収民間市場の形成関連 
○委託費用の決定方法 
○条例による受託者コントロールの手法 
○地方公共団体及び民間事業者の自助努力

のみでは解決困難な問題関連 

回収促進の要請 
生活困窮者に対する福祉的
配慮及び自立支援の要請 

 
民間委託を通じ、各
要請に応えること 

分析を踏まえた提言 

その他60の地方公共団体・受
託事業者からのヒアリング 

民間委託のモデルケースとして 
11の試行自治体を選定 

民間事業者への調査委託 

調査の実施 

調査を踏まえた分析 

理  念 



１．はじめに（本報告書４頁～） 
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○ 公金債権の多額の滞納 
○ 公金債権回収に必要となる内部コスト負担が大であること 
  ⇒民間委託の活用により回収額の増加・コスト削減を図り、温存されたマンパワー・コストを他の業務にあてる必要 

 
○ 公金債権の回収業務に関する良好な民間市場の形成 
     民間事業者の公正かつ自由な競争、創意と工夫の発揮により、回収の質の維持向上と経費の削減を図る 
 
※これまでに実施した調査内容 

当委員会事務局にて、合計11の試行自治体（現在は７自治体）並びに公金債権回収を実際に民間委託している
約60の地方自治体及び受託事業者からヒアリング等を行うほか、当委員会事務局から三菱ＵＦＪリサーチ＆コン
サルティング株式会社に対し、調査委託を実施 

 
○ 「回収の要請」と「生活困窮者に対する福祉的配慮及び自立支援の要請」という２つの要請について、公金債権

回収の民間委託を活用しつつ、応えること 
○ 回収の要請 

公共サービスの提供による福祉の増進を実現するためには、公金の確実な徴収が必須 
○ 生活困窮者に対する福祉的配慮及び自立支援 

生活困窮者の実情を無視した機械的・画一的な徴収では、生活困窮者の自立を妨げる危険があるため、法令
に基づく徴収緩和措置（滞納処分の停止、延納等）を適切に実施して、福祉的配慮を行う必要 

（１）公金債権回収の民間委託を調査検討する背景 

（２）調査検討の目標 

（３）本報告書の理念 



２．公金債権回収を民間委託する有用性（本報告書９頁～） 
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○ 「地方公務員しか実施できない業務」へのシフト 
○ 公金の確実な徴収による収支の健全化 

 
○ 滞納処分への専念 

滞納処分は公務員しか実施できない⇒それ以外の業務を民間委託することで、公務員が滞納
処分に専念できるように 

○ 裁判上の手続の活用 
強制徴収権のない債権について強制的な徴収を実施するためには、裁判上の手続が必要で

あるところ、裁判上の手続は、比較的定型的なものから、高度な専門知識が必要となるものまで
様々⇒必要なコストに応じて公務員自らが実施するものを選別すればよい 

 
○ 生活困窮者支援を含む社会福祉のために必要となる費用の確保 
○ 公務員をして生活困窮者支援に注力させることができる 
○ 従前の直営のみでは接触しきれなかった滞納者との接触機会の増加 

 これにより・・・ 
・生活困窮者の早期発見及び福祉部門との連携の実現 
・多重債務問題の早期発見及び助言の実施 
・生活困窮者支援に必要な情報共有のための同意書の徴求 
・生活困窮者の自立促進により将来における福祉コスト・自立支援コストの削減 

（１）行財政改革への対応 

（２）滞納者への厳格な対応に資すること 

（３）生活困窮者の支援に資すること 




